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I. バランスシート作成の基本的事項 
 

1. バランスシート作成の目的 
 

地方分権の進展に伴い，これまで以上に自らの判断と責任ある地域経営が地方

公共団体に求められています。そうした経営を進めていくためには，内部管理強

化と外部への分かりやすい財務情報の開示が不可欠です。 

本市においては，企業会計的手法（発生主義会計）の考え方を取り入れ，資産

や負債などのストックに関する情報を市民に提供するとともに，より多面的な角

度からの財務分析を行う手法の一つとして，平成 12 年３月に総務省が示したバラ

ンスシート（貸借対照表）作成の基本的なマニュアル「地方公共団体の総合的な

財政分析に関する調査研究会報告書」に基づき，平成 12 年度からバランスシート

を作成しています。 

今後の財務書類の作成につきましては，「地方公共団体における行政改革の更

なる推進のための指針」（平成 18年８月 31日総務省策定）において，平成 21

年度までに４種類の財務書類（バランスシート・行政コスト計算書・資金収支計

算書・純資産変動計算書）を作成することが要請されており，財政の健全化，資

産・債務に関する情報開示と適正な管理を一層進めるために，新たな財務書類

の作成及び公表に向けて準備を進めてまいります。 

 

【バランスシートとは】 
 

企業におけるバランスシートとは，企業の持っている資産を左側に，負債及び

資本を右側に対照的に表示させ，会計期間の期末時点における企業の経営状態

を示す一覧表であり，資金の集め方と使途を明示したものです。 

自治体のバランスシートは，左側（借方）の「資産」には，道路や公園，保

育所，学校などの社会資本を有形固定資産として，出資金や貸付金，特定目的

基金などは投資等に，現金預金などは流動資産として計上し，これら全体は「市

民の財産」を表しており，したがって，調達した資金をどのようなものに運用

しているかが分かります。 

一方，右側（貸方）の「負債」には，資産の形成にあたって調達した地方債
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の償還金や，職員の退職給与引当金を計上し，これらは「市民の負担」つまり

市民が負っている債務を表しています。「正味資産」は，資産形成の際の財源と

なった国庫支出金や都道府県支出金，住民からの税金などの一般財源等を計上

し，これらは，資産合計から負債合計を控除したものであり，市民の実質の財

産を表しています。 

自治体のバランスシートは，借方（資産）と貸方（負債及び正味資産）を相互

に比較分析してみると，資産形成の財源が税金などの正味資産によるものか，

地方債などの負債によるものか，その依存割合を見ることにより世代間負担の

指標とすることができます。 

また，地方公共団体においては，これまでも歳入歳出決算書といった「フロー

情報」から「経常収支比率」，「公債費負担比率」，「財政力指数」等の財政指標

により，それぞれの団体の財政状況を把握してきましたが，バランスシートの

作成により新たに「ストック情報」を得たことで，社会資本の減価償却費や地

方債などの将来のコストも明らかになり，年度末という一定時点における財政

状況の把握が可能となります。 

 

 

 
自治体のバランスシート 

 借   方 貸   方 

 

【負債の部】 

 

1.固定負債 

2.流動負債 

 

【資産の部】 

 

1.有形固定資産 

2.投資等 

 

3.流動資産 

 

【正味資産の部】 

 

1.国庫支出金 

2.都道府県支出金 

 

3.一般財源等 
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2. バランスシート作成の諸条件 
 

本市のバランスシートは，平成 12 年 3 月に総務省が示した「地方公共団体の総

合的な財政分析に関する調査研究会報告書」（以下「作成マニュアル」という。）

に一部改善を加えた平成 13 年 3 月の報告書に基づき，下記の諸条件のもと作成し

ています。 
 

(1) 対象範囲 
八千代市の普通会計（一般会計，公共用地取得事業特別会計）を対象とする。 

(2) 基準日 
作成の基準日は，平成 19 年 3 月 31 日（平成 18 年度末）とし，平成 19 年 4

月 1日から平成 19 年 5月 31 日までの出納整理期間における入出金は，作成基

準日までに終了したものとして処理する。 

(3) 基礎数値 
地方財政状況調査（決算統計）が電算処理化された昭和 44 年度以降の決算

統計データを基礎数値として用いる。 

(4) 表示方法 
バランスシートの表示上，シートの上部から固定資産，固定負債を表示し，

ついで流動資産，流動負債を表示する固定性配列法を用いる。 

(5) 流動・固定の区分 
流動・固定の区分は一年基準によるものとし，基準日の翌日から一年以内に

入金または支払いの期限が到来するものを流動資産，流動負債とし，それ以外

のものを固定資産，固定負債とする。 

(6) 有形固定資産の評価方法 
① 評価基準 

有形固定資産の評価は取得原価主義によるものとし，過去の実際の支出額

を基礎とする。 

② 減価償却 

有形固定資産については，作成マニュアルに示す耐用年数区分表（次頁参

照）により減価償却を行う。ただし土地については減価償却を行わないこと

とする。 
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耐 用 年 数 区 分 表 

 

区   分 
耐 用

年 数
区   分 

耐 用

年 数
区   分 

耐 用

年 数

１ 総務費  ⑹農業農村整備 20 ｳ 区画整理 40 

⑴庁舎等 50 ⑺海岸保全 50 ｴ 公園 40 

⑵その他 25 ⑻その他 25 ｵ その他 25 

２ 民生費  ６ 商工費 25 ⑻住宅 40 

⑴保育所 30 ７ 土木費  ⑼空港 25 

⑵その他 25 ⑴道路 15 ⑽その他 25 

３ 衛生費 25 ⑵橋りょう 60 ８ 消防費  

４ 労働費 25 ⑶河川 50 ⑴庁舎 50 

５ 農林水産業費  ⑷砂防 50 ⑵その他 10 

⑴造林 25 ⑸海岸保全 50 ９ 教育費 50 

⑵林道 15 ⑹港湾 50 10 その他 25 

⑶治山 30 ⑺都市計画  

⑷砂防 50 ｱ 街路 15 

⑸漁港 50 ｲ 都市下水路 20 

 

(7) 寄附を受けた資産及び売却した資産等の取扱い 
寄附を受けた資産及び売却した資産等については，考慮しないものとする。 
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（単位:千円）

59,301,200

42,759,082

5,364,402

①物件の購入等 5,364,402

②債務保証又は損失補償 0

11,177,716

3,955,431

3,955,431

0

63,256,631

19,147,138

2,781,497

67,171,705

89,100,340

①特定目的基金

②土地開発基金

③定額運用基金

①財政調整基金

②減債基金

③歳計現金

①地方税

②その他

152,356,971

6,054,123

17,231,681

0

2,483,044

2,133,635

349,409

152,356,971

1,850,485

340,916

2,580

1,506,989

878,138

0

810,261

4,333,529

3,633,442

47,754,807

20,763

11,877,057

貸 方

(10)その他

２．投資等

(3)衛生費

(4)労働費

(5)農林水産業費

[資産の部]

１．有形固定資産

6,583,566

(7)土木費

(8)消防費

(9)教育費

借 方

4,218,069

20,121,884

4,019

1,850,336

109,636

51,849,863

(うち土地)

(1)総務費

(2)民生費

(6)商工費

[負債の部]

[正味資産の部]

(1)投資及び出資金

(2)貸付金

(2)未収金

8,950,693

5,334

2,110,769

1,232,631

３．流動資産

(1)現金･預金

資 産 合 計 負 債 ･ 正 味 資 産 合 計

１．固定負債

(1)地方債

(2)債務負担行為

(3)退職給与引当金

２．流動負債

(1)翌年度償還予定額

(2)翌年度繰上充用金

負 債 合 計

①物件の購入等に係るもの

②債務保証又は損失補償に係るもの

③利子補給等に係るもの

※債務負担行為に関する情報

136,146,385
( 64,748,919)

平成19年3月31日現在

(4)退職手当組合積立金

正 味 資 産 合 計

１．国庫支出金

２．都道府県支出金

３．一般財源等

(3)基金

II. 八千代市のバランスシート 

1. 平成 18 年度八千代市バランスシート 

  
  
 
 

 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 6

2. バランスシートの説明 
 

【資産の部】 
 

市の資産は，約 1,523 億 5,700 万円で，その内訳は，道路や公園，保育所，学

校などの有形固定資産が約 1,361 億 4,600 万円で資産全体の 89.4％を占め，次い

で投資及び出資金，貸付金などの投資等が約 118 億 7,700 万円で 7.8％，現金・

預金などの流動資産が約 43 億 3,400 万円で 2.8％となっています。 
 

(1) 有形固定資産 
有形固定資産は，昭和 44 年度以降の決算統計における普通建設事業費をも

って取得価格とみなし，目的別に分類し累計額を基礎数値としています。 

ただし，国や県，同級他団体，民間等に支出した建設負担金，施設整備補助

金については，市の資産形成に資するものではないため除外しています。 

また，土地を除き，作成マニュアルに示す耐用年数区分表に基づき，普通建

設事業費の区分ごとに取得年度から耐用年数にわたって均等に償却し，耐用年

数到来時には残存価格が「ゼロ」となる定額法により，減価償却を行っていま

す。 

なお，独立行政法人都市再生機構等への債務負担行為の手法により整備した

資産で，基準日現在において債務が残っているが，既に物件の引渡しを受けた

ものについては，今後の支払予定額を資産計上し，見返り財源としてその債務

を負債に計上しています。 
 

＊ 減価償却費の算出 

一年当たり償却額 ＝ 減価償却対象有形固定資産 ÷ 耐用年数 

減価償却累計額 ＝ 償却年数 × 一年当たり償却額 

（ただし，償却年数≧耐用年数となった場合，減価償却累計額は有形固定資

産の額と同額となる。） 
 

① 有形固定資産明細表 

総務費，民生費等の行政目的別有形固定資産の取得価格，減価償却累計額,

残存価格（バランスシート計上額）は次のとおりです。 
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平成19年3月31日現在 （単位:千円）

 取得価額　    Ａ 減価償却累計額 Ｂ  残存価額  Ａ－Ｂ
10,946,617 4,363,051 6,583,566 
6,656,864 2,128,319 4,528,545 
4,289,753 2,234,732 2,055,021 
9,926,682 5,708,613 4,218,069 
2,305,889 1,441,181 864,708 
7,620,793 4,267,432 3,353,361 
32,721,832 12,599,948 20,121,884 
28,587,821 11,980,472 16,607,349 

 ごみ処理 24,095,431 9,828,381 14,267,050 
 し尿処理 3,045,276 1,994,756 1,050,520 
 その他 1,447,114 157,335 1,289,779 

921,141 172,842 748,299 
3,212,870 446,634 2,766,236 

5,260 1,241 4,019 
4,185,034 2,334,698 1,850,336 

0 0 0 
0 0 0 
0 0 0 
0 0 0 
0 0 0 

1,046,282 623,816 422,466 
0 0 0 

3,138,752 1,710,882 1,427,870 
338,486 228,850 109,636 

0 0 0 
12,899 11,011 1,888 
325,587 217,839 107,748 

87,731,341 35,881,478 51,849,863 
23,702,040 16,753,087 6,948,953 
2,333,541 708,784 1,624,757 
2,904,768 658,992 2,245,776 
394,653 104,138 290,515 

0 0 0 
0 0 0 

57,040,776 17,369,248 39,671,528 
 街路 21,870,602 8,740,952 13,129,650 
 都市下水路 2,182,434 1,599,694 582,740 
 区画整理 9,658,503 1,784,006 7,874,497 
 公園 22,679,535 4,956,510 17,723,025 
 その他 649,702 288,086 361,616 

1,348,863 283,973 1,064,890 
0 0 0 

6,700 3,256 3,444 
6,651,061 3,017,619 3,633,442 
2,410,465 196,437 2,214,028 
4,240,596 2,821,182 1,419,414 
64,935,017 17,180,210 47,754,807 
31,342,844 9,133,366 22,209,478 
21,092,882 5,037,817 16,055,065 

0 0 0 
72,119 30,888 41,231 

0 0 0 
0 0 0 
0 0 0 

7,193,423 1,914,309 5,279,114 
5,233,749 1,063,830 4,169,919 
53,729 32,966 20,763 

217,495,059 81,348,674 136,146,385 

有形固定資産明細表
区 分

 総務費

 民生費

 砂防
 漁港

 商工費

 庁舎等
 その他

 保育所

 環境衛生費

 衛生費
 その他

 農林水産業費

 海岸保全

 国立公園等

 住宅

 都市計画

 その他

 造林

 労働費

 林道

 清掃費

 その他

 治山

 その他

合 計
 その他

 小学校
 中学校
 高等学校
 幼稚園
 特殊学校

 消防費

 観光
 その他

 港湾

 道路
 土木費

 橋りょう

 その他

 河川
 砂防

 農業農村整備
 海岸保全

 社会教育

 空港

 教育費

 各種学校
 大学

 その他
 庁舎
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② 土地明細表 

土地の取得価格累計額の内訳は次のとおりです。 
 

（単位：千円） 

区 分 取 得 価 格  

道路 橋りょう 4,051,142

街 路 12,517,420

公営住宅 756,188

小学校 7,746,371

中学校 8,134,332

その他 31,543,466

合 計 64,748,919

 

③ 普通建設事業費に係る補助金・負担金の状況 

市の資産形成に資するものではないため有形固定資産から除外している，国や

県，同級他団体，民間等に対する建設負担金，施設整備補助金は次のとおりで

す。 

 
  （単位:千円）

最  近  ５  か  年  の  実  績 
区 分 

昭和 44 年度 

以降累計額 平成14年度 平成15年度 平成16年度 平成17年度 平成18年度

 総務費 1,476,770 54,173 54,334   4,043 27,742

 民生費 2,040,257 32,064   59,857 34,537 35,681

 衛生費 2,007,369 12,266 31,255 141,266 688,284 749,683

 労働費             

 農林水産業費 2,471,392 47,370 3,321 415 25,395 28,419

 商工費 107,671 2,110         

 土木費 11,600,633 467,027 346,053 290,571 330,165 309,365

 消防費 75,720           

 教育費 994,166           

 その他             

合  計 20,773,978 615,010 434,963 492,109 1,082,424 1,150,890

 

(2) 投資等 
投資等には，決算統計における投資及び出資金，貸付金，基金，並びに退職

手当組合積立金を計上しています。 
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① 投資及び出資金 

市が財団法人等に対して出資または出捐した金額を計上しています。なお，

平成 18 年度末現在の内訳は次のとおりです。 
 

（単位：千円） 

区 分 財 団 法 人 等 の 名 称 金 額 

東葉高速鉄道 ㈱ 7,499,000

㈱ ベイエフエム 1,000

㈱ ジェイコム千葉 80,000

有価証券 

小 計 7,580,000

千葉県信用保証協会 24,538

㈶ ちば国際コンベンションビューロー 7,000

千葉県農業信用基金協会 1,950

㈶ 印旛沼環境基金 35,140

㈶ 千葉県文化振興財団 2,463

北千葉広域水道企業団 713,600

㈶ ニューフィルハーモニーオーケストラ千葉 1,000

㈶ 八千代市開発協会 200

㈶ 八千代市文化・スポーツ振興財団 280,000

㈶ 八千代環境緑化公社 280,000

㈶ リバーフロント整備センター 1,000

㈶ 千葉県暴力団追放県民会議 4,929

㈶ 千葉ヘルス財団 3,007

㈶ 千葉県下水道公社 3,000

千葉県環境保全対策基金 2,000

㈶ 千葉県動物保護管理協会 1,348

㈶ 千葉県建設技術センター 2,000

㈶ 千葉県スポーツ振興財団 6,402

その他（5件） 1,116

出資金 

小 計 1,370,693

合 計 8,950,693
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② 貸付金 

市が第三者に貸付を行っている金額を計上しています。なお，平成 18 年

度末現在の内訳は次のとおりです。 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

看護師等修学資金貸付金 5,334
 

③ 基 金 

基金のうち，流動性の高い財政調整基金，市債管理基金以外の基金を計上

しています。なお，平成 18 年度末現在の内訳は次のとおりです。 

(ア) 特定目的基金 
（単位：千円） 

区 分 金 額 

仮称市民の美術館建設基金 495,441

地域医療整備基金 526,538

八千代こども国際平和文化基金 100,000

都市施設整備基金 2,792

福祉基金 87,819

クリーン基金 20,041

合 計 1,232,631
 

(イ) 土地開発基金 
（単位：千円） 

区 分 金 額 

土地開発基金（現金） 355,711

土地開発基金（土地等） 522,427

合 計 878,138
 

④ 退職手当組合積立金 

千葉県市町村総合事務組合では，加入団体からの負担金に基づき，加入団

体の職員の退職に際してその退職手当を支給するために基金を設置してい

ます。この基金のうち，本市の持分相当額を計上しています。 
 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

退職手当組合積立金 810,261



 11

(3) 流動資産 

流動資産には，現金・預金，地方税等の未収金を計上しています。なお，

平成 18 年度末現在の内訳は次のとおりです。 

① 現金・預金 

現金・預金には，流動性の高い基金である財政調整基金・減債基金，歳計

現金を計上しています。 

(ア) 財政調整基金・減債基金 
 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

財政調整基金 340,916

減債基金（市債管理基金） 2,580
 

(イ) 歳計現金 

歳計現金は歳入歳出差引額（形式収支）で，平成 18 年度末現在で市が

保有している現金及び金融機関に預けてある預金を計上しています。 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

歳計現金 1,506,989
 

② 未収金 

未収金には，地方税，分担金及び負担金等の収入未済額を計上しています。 

(ア) 地方税 

平成 18 年度末現在の内訳は次のとおりです。 

 (単位：千円) 

区 分 収入未済額  

市民税 871,218

固定資産税 999,154

軽自動車税 21,841

特別土地保有税 21,915

都市計画税 219,507

合 計 2,133,635
 

(イ) その他 

地方税以外の分担金及び負担金等の，平成 18 年度末現在の内訳は次の

とおりです。 
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(単位：千円) 

区 分 収入未済額  

社会福祉費負担金 3

児童福祉費負担金 42,180

都市計画費負担金 142,752

児童福祉使用料 5,560

公営住宅使用料 246

幼稚園使用料 54

清掃手数料 582

社会福祉費（国庫）補助金 44,319

保健衛生費（国庫）補助金 60,797

都市計画費（国庫）補助金 14,450

土地建物売払収入 532

その他 37,934

合 計 349,409

 

【負債の部】 

 

市の負債は，約 632 億 5,700 万円で，その内訳は，固定負債が約 593 億 100

万円で負債全体の 93.7％を占め，一年以内に支払の期限が到来する流動負債は

約 39 億 5,500 万円で 6.3％となっています。 

また，負債の内容で見ると，資産形成にあたって調達した地方債が，固定負

債・流動負債を合わせて 467 億 1,500 万円で，負債全体の 73.8％，退職給与引

当金が 111 億 7,800 万円で 17.7％となっています。 
 

(1) 固定負債 

固定負債には，基準日より一年を超えて支払期限が到来する地方債，債務負

担行為，退職給与引当金を計上しています。 

① 地方債 

基準日現在の地方債残高から，平成 19 年度に予定されている元金償還額

（流動負債）を控除した額を計上しています。平成 18 年度末現在の内訳は

次のとおりです。 
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※ その他は，北千葉広域水道事業出資債，東葉高速鉄道出資債等です。 
 
 

② 債務負担行為 

(ア) 物件の購入等 

ＰＦＩ（民間資金等活用事業）及び独立行政法人都市再生機構等の債

務負担行為の手法により整備した資産で，基準日現在において債務が残

っているが，既に物件の引渡しを受けたものについての平成 19 年度以降

の支出予定額は次のとおりです。 
 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

債務負担行為（物件の購入等） 5,364,402

 

③ 退職給与引当金 

基準日現在在籍する市職員が，年度末に全員が普通退職したと想定し，そ

の場合に必要となる退職手当の総額は，次のとおりです。 

 
 

（単位：千円）

平成18年度末

地方債現在高 固 定 負 債 流 動 負 債

　一般公共事業債 1,839,159 1,712,335 126,824

　公営住宅建設事業債 18,335 14,994 3,341

　教育・福祉施設等整備事業債 10,410,182 9,328,771 1,081,411

　一般単独事業債 9,924,847 9,068,965 855,882

　厚生福祉施設整備事業債 1,539,753 1,335,428 204,325

　財源対策債 888,640 827,685 60,955

　減収補てん債 9,640 0 9,640

　臨時財政特例債 172,432 131,778 40,654

　減税補てん債 6,294,819 5,739,966 554,853

　臨時税収補てん債 590,584 540,081 50,503

　臨時財政対策債 9,933,330 9,561,720 371,610

　調整債 1,004 0 1,004

　都道府県貸付金 635,857 597,815 38,042

　その他 4,455,931 3,899,544 556,387

合 計 46,714,513 42,759,082 3,955,431

左 の 内 訳
区 分
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※ 退職給与引当金の算出 

対象職員数 × 平均給料月額 × 平均勤続年数による普通退職の支給率 
 

（単位：千円） 

区 分 金 額 

退職給与引当金 11,177,716

 

(2) 流動負債 
流動負債には，基準日の翌日から一年以内に支払期限が到来する地方債等を

計上しています。 

① 翌年度償還予定額 

地方債の年度末残高のうち，平成 19 年度に予定されている元金償還額で

す。なお，平成 18 年度末現在の内訳は，前頁の固定負債の地方債の表に示

すとおりです。 

 
 
 

【正味資産の部】 
 

資産と負債の差額であり，市の純資産額を表しています。正味資産は，資産形

成の際の財源となった国庫支出金，都道府県支出金と，住民からの税金などの一

般財源等に分類し計上しています。 

市の正味資産は，約 891 億で，その内訳は，国庫支出金が約 191 億 4,700 万円，

県支出金が約 27 億 8,100 万円で，国・県支出金を合わせると約 219 億 2,800 万円

で，正味資産全体の 24.6％を占め，住民からの税金などの自前の資金である一般

財源等は，約 671 億 7,200 万円で 75.4％となっています。 
 

(単位：千円) 

区 分 金 額 

国庫支出金 19,147,138

都道府県支出金 2,781,497

一般財源等 67,171,705

合 計 89,100,340
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【債務負担行為に関する情報】 

 
将来において市が負担する可能性がある債務負担行為を，物件の購入等に係

るもの，債務保証又は損失補償に係るもの，利子補給等に係るものに分類して，

バランスシート欄外に表示しています。 
 

(単位：千円) 

区 分 金 額 

物件の購入等に係るもの 6,054,123

債務保証又は損失補償に係るもの 17,231,681

利子補給等に係るもの 0

合 計 23,285,804

 

 

 

 

 

III. 財務分析 
 

1. 社会資本形成の世代間負担比率 

 

社会資本整備の結果を示す有形固定資産が，どのような財源で形成されてきた

のかを示すものです。 

有形固定資産のうち，正味資産（国県支出金や税金などの一般財源等といった

これまでの世代の負担により形成された社会資本）による整備の割合を見ること

により，これまでの世代によって既に負担された分の割合を見ることができます。 

また，負債（地方債や債務負担行為といった将来の世代に負担させることによ

り形成された社会資本）による整備の割合を見ることにより，将来償還しなけれ

ばならない分の割合を見ることができます。 

 

＊ 社会資本形成の世代間負担比率の計算式 
 

正 味資産合計  

有形固定資産合計 
＝（これまでの世代による）社会資本の負担比率（％）
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負 債 合 計 

有形固定資産合計 
＝（将来の世代による）社会資本の負担比率（％） 

 

有形固定資産に占める正味資産の割合が高いほど，将来世代の負担が少なく，

逆に負債の割合が高ければ高いほど，将来世代の負担が大きいといえます。 

将来世代への負担を考えた場合，正味資産の割合が高いほうが，財政的には

安全性が高いといえます。しかし，道路や施設などの有形固定資産は，将来に

わたって市民に利用されるものであることから，世代間の負担の公平という観

点からは，正味資産の割合が高いほうが良いとはいいきれません。 
 

（単位：千円） 

区 分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

有形固定資産合計    A 131,277,501 131,883,540 136,146,385

正味資産合計      B 87,507,136 87,493,479 89,100,340

負債合計        C 59,007,989 60,501,065 63,256,631

これまでの世代による社会

資本の負担比率    B/A
  66.7%   66.3%   65.4% 

将来の世代による社会資本

の負担比率      C/A
  44.9%   45.9%   46.5% 

 

2. 予算額対資産比率 

 

歳入総額に対する資産の比率を計算することにより，ストックである資産の形

成に何年分の歳入が充当されたかを見ることができます。 

 

＊ 予算額対資産比率の計算式  
 

資 産 合 計 

歳 入 合 計 
＝ 予算額対資産比率（年） 

 

正 味資産合計  

歳 入 合 計 
＝ 予算額対正味資産比率（年） 

 

この比率により，これまで資本的支出に重点を置いていたのか，費用的支出に

重点を置いてきたのかが分かります。 

また，この比率は年数が多いほど，社会資本の整備が進んでいると考えられま
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すが，反面，維持管理費が多く発生し財政的な負担を強いるものと考えられます。 

なお，計算式の分子を正味資産とすることによって，予算額対正味資産比率が

算出され，これまでの世代による社会資本形成（正味資産）は，何年分の歳入に

相当するのかが分かります。 
 

（単位：千円） 

区 分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度

歳入合計        A 45,705,424 46,023,272 49,006,845

資産合計        B 146,515,125 147,994,544 152,356,971

正味資産合計      C 87,507,136 87,493,479 89,100,340

予算額対資産比率   B/A  3.21 年  3.22 年  3.11 年 

予算額対正味資産比率 C/A  1.91 年  1.90 年  1.82 年 

 

3. 有形固定資産の行政目的別割合 

 

有形固定資産の行政目的別割合を見ることにより，行政分野ごとの資産形成の

比重を把握することができます。この割合を見ることによって，これまで社会資

本形成がどこに重点を置いてきたのかが明確になります。 
 

（単位：千円，％） 

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 
区 分 

金 額 割 合 金 額 割 合 金 額 割 合

総務費 6,659,290 5.0 6,505,999 4.9 6,583,566 4.8

民生費 4,734,756 3.6 4,488,938 3.4 4,218,069 3.1

衛生費 20,103,797 15.3 20,655,169 15.7 20,121,884 14.8

労働費 4,393 0.0 4,206 0.0 4,019 0.0

農林水産業費 2,060,811 1.5 1,951,178 1.5 1,850,336 1.3

商工費 120,089 0.1 114,853 0.1 109,636 0.1

土木費 50,267,430 38.4 51,381,302 39.0 51,849,863 38.1

消防費 1,695,936 1.3 1,788,090 1.3 3,633,442 2.7

教育費 45,607,509 34.8 44,971,713 34.1 47,754,807 35.1

その他 23,490 0.0 22,092 0.0 20,763 0.0

合 計 131,277,501 100.0 131,883,540 100.0 136,146,385 100.0
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平成18年度 有形固定資産の行政目的別割合
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4. 市民一人当たりのバランスシート 
 

通常のバランスシートでは，市町村の人口規模等により単純な他団体比較は困

難であるが，バランスシートの各項目の数値を市民一人当たりで算出することに

より，他団体との単純比較が可能となります。 

 

 

  

平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

区  分 残  高 

 (千円)

一 人当た

り残高(円)

残  高 

 (千円)

一 人当た

り残高(円)

残  高 

 (千円) 

一 人当た

り残高(円)

人  口 179,569 人 181,248 人 182,987 人 

［資産の部］          

１．有形固定資産 131,277,501 731,070 131,883,540 727,641 136,146,385  744,022 

２．投資等 11,110,383 61,873 11,622,068 64,123 11,877,057  64,906 

 (1)投資及び出資金 7,470,347 41,602 8,211,040 45,303 8,950,693  48,914 

 (2)貸付金 14,617 81 11,339 63 5,334  29 

 (3)基金 2,982,945 16,612 2,586,523 14,271 2,110,769  11,535 

 (4)退職手当組合積立金 642,474 3,578 813,166 4,486 810,261  4,428 

３．流動資産 4,127,241 22,984 4,488,936 24,767 4,333,529  23,683 

 (1)現金･預金 1,841,748 10,256 2,183,635 12,048 1,850,485  10,113 

 (2)未収金 2,285,493 12,728 2,305,301 12,719 2,483,044  13,570 

資  産  合  計 146,515,125 815,927 147,994,544 816,531 152,356,971  832,611 

［負債の部］          

１．固定負債 55,386,693 308,442 56,749,174 313,103 59,301,200  324,073 

 (1)地方債 39,323,704 218,989 40,133,513 221,429 42,759,082  233,673 

 (2)債務負担行為 6,064,336 33,772 5,149,575 28,412 5,364,402  29,316 

 (3)退職給与引当金 9,998,653 55,681 11,466,086 63,262 11,177,716  61,084 

２．流動負債 3,621,296 20,167 3,751,891 20,700 3,955,431  21,616 

 (1)翌年度償還予定額 3,621,296 20,167 3,751,891 20,700 3,955,431  21,616 

 (2)翌年度繰上充用額 0 0 0 0 0  0 

負  債  合  計 59,007,989 328,609 60,501,065 333,803 63,256,631  345,689 

［正味資産の部］          

正 味 資 産 合 計 87,507,136 487,318 87,493,479 482,728 89,100,340  486,922 

負債 ･正味資産合計  146,515,125 815,927 147,994,544 816,531 152,356,971  832,611 



 20

5. 正味資産比率 
 

資産から負債を差し引いて求められる正味資産は，将来の行政需要に対応する

ための基金の積み立てや，国県支出金，負担金といった資産形成のために獲得し

た資金で，つまり，これまでの世代による社会資本形成の負担額であり，保有す

る社会資本のうち返済義務を負わない部分です。 

負債と正味資産合計に対する正味資産の割合で，これまでの世代による社会資

本形成の負担割合を見ることができます。正味資産比率が高いほど財政状態が健

全であるともいえます。 

 

＊ 正味資産比率の計算式 

 

正 味 資 産 合 計

負債・正味資産合計
＝ 正 味資産比率 （％） 

 
(単位：千円) 

区 分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

正味資産合計     A 87,507,136 87,493,479 89,100,340

負債・正味資産合計  B 146,515,125 147,994,544 152,356,971

正味資産比率    A/B    59.7%   59.1%   58.5% 

 

 

6. 有形固定資産の更新資金の手当率 
 

有形固定資産の更新時における手許資金の保有率を示しています。有形固定資

産の経過年数に対する減価償却累計額は，有形固定資産を更新する際に必要な資

金額を表しており，それに対する手許資金（歳計現金，財政調整基金，減債基金，

特定目的基金）の割合を示すことによって，市が所有する施設の建替えに際して，

どのくらいの資金的な備えがあるのかが分かります。 

 

＊ 有形固定資産の更新資金の手当率の計算式 

 

手 許 資 金 

減 価 償 却 累 計 額  
＝ 有形固定資産の更新資金の手当率（％） 
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(単位：千円) 

区 分 平成 16 年度 平成 17 年度 平成 18 年度 

手許資金       A 3,946,921 3,892,334 3,083,116

減価償却累計額    B 73,830,587 77,542,733 81,348,674

有形固定資産の更新資金

の手当率      A/B
   5.3%    5.0%    3.8% 
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